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研究成果の概要（和文）：現在の原子力規制は合理性・実効性を欠き、信頼醸成を阻害する原子

力システムをもたらしている。そこで、原子力を有効に利用していく際に必要とされるガバナ

ンス（本研究ではこれを原子力利用ガバナンスと呼ぶ）を確立するために、社会技術に関する

研究を行うことが重要である。本研究では、具体的に、原子力安全協定、高レベル放射性廃棄

物の処分、マスメディアと原子力業界との関係に関する問題等を取り上げ、原子力利用ガバナ

ンスに関する検討を行った。 

 
 
研究成果の概要（英文）：The nuclear regulatory system of Japan lacks rationality and 
efficiency recently, and this situation causes nuclear industry without trust from 
society. Therefore, it is important to address some science and technology studies 
concerning the governance for more rational and more effective use of nuclear energy. 
In this research, we examined the governance through some case studies such as the nuclear 
safety agreement, the issue about disposal of high-level radioactive waste, the 
relationship between mass media and nuclear industry, and so on. 
 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2009 年度 5,600,000 1,680,000 7,280,000 

2010 年度 4,600,000 1,380,000 5,980,000 

2011 年度 4,100,000 1,230,000 5,330,000 

総 計 14,300,000 4,290,000 18,590,000 

 
 

研究分野：工学 

科研費の分科・細目：総合工学、原子力学 

キーワード：原子力社会環境 

 
１．研究開始当初の背景 
 わが国における原子力開発利用の歴史は、
1957 年 8 月、日本原子力研究所に初めて「原
子力の火」がともって以来、およそ半世紀に
なる。しかし、この間、わが国における原子
力規制はその規制構造を殆ど変えることな
く今日にいたっている。このため、わが国の

原子力規制はいわゆる「制度疲労」に陥って
いると言われ、その法制度を、運用も含めて、
見直す動きが起こっている。 
 現在の原子力規制は合理性・実効性を欠き、
信頼醸成を阻害する原子力システムをもた
らしている。そこで、原子力規制に関する適
切なガバナンスを実現するための俯瞰的研
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究を行う必要がある。現在までの研究の取り
組みによって、原子力安全を確保し、維持す
るために不可欠な、原子力法制を取り巻くガ
バナンス課題の大きな枠組みが明らかにな
ってきた。 
 近年では、核も含めたセキュリティに関す
る関心が世界的に高まっている。特に、米国
の９・１１同時多発テロ以降は、国際的なセ
キュリティ水準の確保に向けて、種々の制度
改正が検討され、実行されつつある。第二次
世界大戦以降、セキュリティに関する関心が
極度に低下していたわが国も、世界の中にお
けるセキュリティホールとなってしまわな
いように、実効性のあるセキュリティ対策が
必要とされていると同時に、国民的な関心を
高めていく必要に迫られている。 
 また、地方分権の潮流の中で、原子力施設
の運転再開や原子力関連施設の新規立地等
の様々な場面において、地域における合意形
成の重要性が高まっている。合意形成に資す
るような制度の設計やコミュニケーション
のあり方という要素だけではなく、全体的な
合意形成プロセスのあり方を再検討してい
く必要がある。 
 このような現状認識の下で、狭義の法規制
のみを対象とするのではなく、原子力を有効
に利用していく際に必要とされるガバナン
ス(本研究ではこれを原子力利用ガバナンス
と呼ぶ)を確立するために、民間規格や安全
協定等も含めた社会技術に関する研究を行
うことが重要である。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、(1) セーフティガバナンス、
(2) セキュリティガバナンス、(3) 地域の合
意形成プロセス、という 3 つの領域における
ガバナンスに焦点を当てて（下図参照）、分
析、検討を行い、新たな制度や枠組を提案す
ることを目的とする。 
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図：原子力を有効に利用するためのガバナン
ス領域 

 また、これらの課題を検討した結果を適時
に社会に還元してゆくための仕組みも、研究
を実行するのと同時に必要となる。これが
(4) 原子力利用ガバナンスのための知的イ
ンフラ、である。 
 
３．研究の方法 
(1) セーフティガバナンス 
 本研究では、セーフティガバナンスの事例
として、原子力安全協定を取り上げる。まず、
原子力安全協定の成り立ちを俯瞰し、その後、
その運用実態をインタビューによって明ら
かにし、原子力発電所の安全確保に対して安
全協定はどのような意味を持っているのか、
特に国と県、立地市町村の権利と責任の分担
はどのように考えられているのかを明らか
にする。 
 
(2) セキュリティガバナンス 
 原子力事業における核物質防護秘密管理
と従業員信頼性確認（セキュリティ・クリア
ランス）制度のあり方を検討するために、米
国原子力事業及び他産業にみるこれら制度
の先行導入例を調査・分析し、制度の特色を
明らかにするとともに、そこから、我が国制
度構築・運用への示唆を抽出する。また、い
わゆる下請会社等を含めた事業者グループ
全体でのこれら制度の実効性を高めるため
に、どのような措置が必要とされるか、につ
いてもあわせて検討を加える。 
 
(3) 地域の合意形成プロセス 
 地域の合意形成プロセスの事例としては、
高レベル放射性廃棄物処分に関する立地プ
ロセスを取り上げる。本課題について、一般
国民はどのような認知をしているのか、公募
という制度が国民に自然と受け入れられる
制度であるのかを検討する。そのために、高
レベル放射性廃棄物に関する市民とのグル
ープディスカッションを企画し、その中で市
民の意識、課題点を抽出する。 
 また、合意形成において重要なステークホ
ルダーであるマスメディアについて、原子力
産業界との関係性をインタビューを通して
明らかにする。 
 
(4) 知的インフラの実行 
 研究代表者を中心として、平成 18-20 年度
に科学研究費補助金基盤研究(B)｢原子力安
全規制のための知的インフラ確立に関する
研究」を実施してきた。先の研究では、原子
力事業に係わる各ステークホルダーが、各々
の立場が持つ原子力安全規制に関する意見
を集約するフィールドを｢知的インフラ｣と
呼び、その確立に向けた種々の取り組みを実
施した。 
 本研究においても、研究の進展とともに明



 

 

らかになってゆく諸課題、論点を多様なステ
ークホルダー（規制機関・事業主体・地方自
治体・国民）へフィードバックし、また、新
たな論点を見いだしてゆく取り組みを継続
的に実行する。 
 
４．研究成果 
(1) セーフティガバナンス 
 本研究では、原子力安全の確保・維持に関
する考察として、主に、原子力安全協定を取
り上げた。 
 原子力発電所を運転する電力会社と、立地
道県および立地市町村（ならびに周辺自治
体）との間では、一般に様々な取り決めがな
されている。これは、通称「原子力安全協定｣
と呼ばれ、発電所の周辺住民の安全確保や周
辺環境の保全等をむねとして両者の間で取
り交わされている協定である。 
 本研究では、まず、安全協定の変遷を歴史
的に俯瞰することで、地方自治体と事業者と
の関係の諸相を明らかにした。70 年代前半は、
先進的な自治体が試行錯誤しながら安全協
定のあり方を模索していた時期であり、地方
自治体は、安全性の確認に必要な情報を事業
者に要求し、出てきた情報を判断する、とい
う関係であった。 
 だが、80 年代から 90 年代にかけて原子力
施設の事故やトラブルが続発し、自治体側は
従来の情報だけでは安全の確認はできない
と考え、事業者が出すべき情報の項目や範囲
を徐々に増やしていき、同時に自治体みずか
ら安全を直接確認できるような権限を強化
していった。 
 そして、1995 年のもんじゅの事故や、2000
年代に入ってから露見した数々の事業者側
の不祥事を目の当たりにし、従来のように事
業者が提供した情報をそのまま受け容れて
安全と信ずることはできなくなる。そのため
自治体としては、安全性を担保するために、
情報の量だけではなく質も高める必要があ
ると認識し、事業者の自助努力を促進して情
報そのものの信頼性を高めようとする方向
へと、協定の改定内容を変化させてきたとい
うことができる。 
 以上のように、安全協定の内容が徐々に変
わってきたことの背景には、自治体の事業者
に対する考え方の変化があることが示され
た。その変化は、事業者が果たすべき責任に
対する社会的要請の変化であると考えられ、
安全協定の改定はそれを具現化したものと
捉えることができる。 
 一方、安全協定に内在する課題として、協
定の改定によって事業者側の負担が増加し、
過度に片務的な内容になっていることが挙
げられるが、これは安全協定単独で解決でき
る問題ではなく、国と地方自治体との役割分
担の明確化などとあわせて考えていく必要

がある。 
 これを受けて、原子力安全協定の運用実態
をインタビューによって明らかにした。その
結果、原子力安全協定を巡る諸課題は多々あ
るものの、それらは個々の運用の局面から生
じた課題であるというよりも、立地手続き以
外には関係自治体が関与する制度が用意さ
れず、また現行の法規制枠組みが科学的・技
術的安全性の確保のみを基準に規範鼎立さ
れ、そこで対象とされなかった立地地域にお
けるコミュニケーションや合意形成等の領
域は主として事業者と自治体との非公式な
関係において行われてきたという、現在の原
子力法制および行政の構造的な課題に直接
的に起因するものと考えられることがわか
った。したがって、その根本的な解決を目指
すには、国と自治体との規制上の役割の再配
分をも含めた制度改革が必要である。 
 加えて、公害防止協定との比較分析も行い、
原子力安全協定を如何にリスクガバナンス
のひとつの方法論として位置づけることが
できるかを考察した。 
 
(2) セキュリティガバナンス 
 本研究では、原子力に関するセキュリティ
について、行政機関や金融分野における情報
セキュリティとの比較分析を行い、核物質防
護に関わる機微情報管理のあるべき姿につ
いて考察した。その結果、以下のような提言
をまとめた。 
 まず、セキュリティの適切な水準を確保す
るために、関係する各行政機関間において、
核物質防護に関わる機微情報の統一的な管
理基準の作成を念頭に置いた緊密な連携を
図るべきである。そして、適切な管理が行わ
れているかどうかを持続的に評価していく
サイクルを構築すべきである。 
 また、セキュリティ水準の観点からは、円
滑な業務の遂行の阻害や、セキュリティ水準
の低下につながるため、過度の秘密主義は排
すべきである。セキュリティ水準の確保から
みて適正かどうかを評価するために、行政機
関と事業者の枠を超えた、関係者間の情報共
有体制を構築すべきである。 
 社会との関係性においては、核物質防護に
関わる機微情報管理の社会的受容性の向上
が重要であり、また、機微情報管理の実効性
確保に傾き過ぎることなく、情報公開との適
切なバランスを考慮した評価を行うととも
に、そのことを社会に対して積極的に示して
いくことが重要である。 
 
(3) 地域の合意形成プロセス 
 わが国における高レベル放射性廃棄物（以
下、HLW）の処分については、2000 年に「特
定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」が
成立し、2027 年頃までに最終処分施設を決定



 

 

することが目標とされている。これに伴い、
2002 年 12 月から現在に至るまで、原子力発
電環境整備機構（NUMO）は「高レベル放射性
廃棄物の最終処分場の設置可能性を調査す
る区域」の公募を行っている 。2007 年 1 月
には高知県東洋町が、初めてとなる「応募書」
を NUMO に提出したものの、同年 4 月にはそ
の応募を取り下げている。その後、立地プロ
セスはまったく進んでいない。このようにわ
が国では、HLW の最終処分場の立地地域選定
が難航しているのが現状であり、その早期解
決が望まれている。 
 このような現状においては HLW やその処分
に関する一般市民の意見を分析するために、
HLW をテーマにした市民とのグループディス
カッションを複数回におよんで実施した。そ
の結果、以下のようなことが明らかになった。 
 まず、HLW 処分に関する安全性について、
市民から見ると、必要性の認識が大前提であ
るが、同時に、しっかり知りたい事項である。
その際、説明された「安全性」を事実と感じ
るための信頼の拠り所が問題となる。そして、
安全性そのものを理解することが難しい場
合には、説明する者、地域の議員や有力者、
地域に根付いた専門家等によって、安全性の
認識に信頼感をおくという傾向が見られた。 
 また、HLW 処分の政治プロセスや公募制度
について、ほとんどのグループディスカッシ
ョン参加者が、現状の公募制度では、処分事
業は進まないだろうという見解に達した。そ
の理由として、応募しようとしている自治体
の地質が科学的に適切であるか不明な段階
では応募できない、地質的に適切でなかった
場合に、埋めないという決定ができるとは思
えない、公募という制度が、国から見て自治
体や住民を見下した制度であると感じる、国
や事業者が本気でその事業に取り組もうと
いう姿勢（熱意や誠意）が見えないので、真
面目に考える気にならない、等の意見が挙げ
られた。 
 これらから、国や自治体、事業主体に求め
らる要件としては、HLW 処分事業を必ずやり
遂げなければならないという覚悟や熱意が
必要である、ということがいえる。同時に、
いわゆる組織の縦割り構造や、短い周期の担
当者配置換えのような現状の問題点や、隠蔽
体質のような、原子力業界から払拭されてい
ない組織文化のイメージの指摘もなされて
おり、これらについても解決しなければなら
ない。 
 次に、マスメディアと原子力産業界との関
係性分析について、まずは新聞報道を分析し
た。その結果、原子力事業者からの不適切な
内容の情報発信や情報発信の遅れなどが原
因で原子力報道が技術的問題ではなく社会
的側面の問題や事件に発展するケースでは、
原子力報道は断続的に長期化する傾向にあ

ることがわかった。反対に、原子力施設等で
事故・トラブル直後の時期は報道が過熱化し
短期的に集中した報道が行われるものの、そ
の後に原子力事業者による情報公開の不備
がなければ、原子力報道は比較的、短期で収
束することなどがわかった。 
 その後、原子力事業者の広報部門およびマ
スメディアに対してインタビュー調査を実
施した。その結果、「原子力の必要性」およ
び「原子力報道の特性」について、両者の回
答に大きな違いが見られず、お互いに同様の
意識を有することがわかった。 
 また、「原子力事業者とマスメディアとの
コミュニケーション」については、マスメデ
ィア側が、原子力事業者の広報に関する組織
体制の整備を通して、少なくとも改善がなさ
れつつあることを評価する結果となった。今
後、より一層の整備を求められる。 
 
(4) 知的インフラ 
 原子力の安全管理と社会環境に関する研
究開発の現状と課題、事業者と規制当局の関
連する事項の実施状況と課題などを持ち寄
り、関係者の共通認識とした上で、行うべき
研究開発の課題や方向性、事業者や規制当局
が実施すべき事項などを充実するための手
がかりとして、また、研究の進展とともに明
らかになってゆく諸課題、論点を多様なステ
ークホルダーへフィードバックする拠点と
して、原子力の安全管理と社会環境ワークシ
ョップを継続実施した。実績は以下の表に示
される。 
 

表：ワークショップ開催概要 
 

開催日 テーマ 

2009 年 9 月 7 日 失敗から学ぶ 

2010 年 3 月 8 日 教育・訓練 

2010 年 9 月 6 日 コミュニケーション 

2011 年 3 月 8 日 手順書・マニュアル 

2011 年 9 月 14 日 ヒヤリ・ハットと危険予知 

2012 年 3 月 12 日 安全の確保と信頼・理解の
醸成 

2012 年 10 月 13 日 エネルギー問題に関する国
民的議論 

2013 年 3 月 16 日 レジリエントな組織は QMS
で作れるのか 

 
 なお、本ワークショップは、東京大学大学
院工学系研究科原子力国際専攻（平成 23 年
度まで）、日本原子力学会社会・環境部会、
同ヒューマン・マシン・システム研究部会、
日本品質管理学会との共催である。 
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